
平成２７年１１月

外務省

日EU関係
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ＥＵの経済力
・ 加盟国のＧＤＰ合計は世界のＧＤＰの約２４％に相当。
・ 日本の主要貿易・投資相手。

主要な国際的枠組みにおける存在感
・ 国連安保理常任理事国：英，仏
・ Ｇ７メンバー：英，仏，独，伊，ＥＵ

世論喚起力：
・ 言語を通じた影響力
・ メディア，シンクタンクを通じた発信力

我が国と民主主義，法の支配，人権，市場経済といった基本的価値及び原則を共有。国
際社会の多くの諸問題で我が国と共通の立場。
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日EU関係

欧州連合（EU）

グローバルな課題に連携して対処
・世界経済，テロとの闘い，サイバー犯罪，エネルギー安全保障，宇宙規範，気候変動など。

重層的対話を通じて各地域情勢への共通認識を醸成
・東アジアの安全保障環境，中東・北アフリカ情勢など。

我が国が国益を追求する上で重要なグローバル・パートナー



●１９９１年の「日本・ＥＣ共同宣言」において年次協議を実施することに合意。以後，原則毎年１回，日欧にて交互に開催。

●かつては開催時のＥＵ議長国首脳及び欧州委員会委員長が出席していたが，リスボン条約が発効した２０１０年以降，ＥＵからは
欧州理事会議長及び欧州委員会委員長が出席。

前回（第23回）の定期首脳協議 （2015年5月29日，於:東京）

日ＥＵ定期首脳協議
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概要

（１）日ＥＵ双方が戦後７０年間，国際社会の平和，安定及び繁栄の実現に向けて貢献してきたことを確認。
（２）日ＥＵ戦略的パートナーシップ協定（ＳＰＡ）交渉の加速化及び２０１５年末までの日ＥＵ・ＥＰＡの大筋合意を目指すことを確認。

（１）安全保障分野では，ＥＵは日本の「積極的平和主義」の下の取組を歓迎・支持。ウクライナ，ソマリアでの協力模索で一致。
（２）テロ対策では，国境安全対策強化を含む日ＥＵ間協力を強化。
（３）サイバー，宇宙及び海洋における法の支配の確保の重要性を共有。海賊対処共同訓練及び裁判協力を歓迎。
（４）核兵器のない世界への更なる協力。緊張状態にある地域への武器及び汎用品・技術の厳格な輸出管理を確保。
（５）東シナ海・南シナ海の状況を注視。現状を変更し，緊張を高める一方的行動を懸念。

（１）ＣＯＰ２１に向け，日ＥＵ双方が役割を果たすことを決意。
（２）ポスト２０１５年開発アジェンダに向けた協力。人道支援・災害救援に関する専門家会合の開催。
（３）科学技術分野では，「新たな戦略的パートナーシップに向けた共同ビジョン」を両首脳が承認。研究者交流覚書の署名を歓迎。
（４）食品等の輸入制限措置のＥＵ側による科学的見直し。

（１）安倍総理より，欧州から１５０名の大学生等を招待する旨発表。
（２）日ＥＵ議員会議の開催等，活発な議員交流を歓迎。

１．戦略的パートナーシップの更なる発展

２．世界の平和と安全

３．成長，繁栄及び持続可能な開発

４．将来の協力のための相互理解 会談冒頭に握手する日EU首脳
（左からトゥスク欧州理事会議長，
安倍総理，ユンカー欧州委員会

委員長）



【経緯】
●日ＥＵ間の基本文書として，これまで日本・ＥＣ共同宣言（１９９１年）及び日・ＥＵ行動計画（２００１年，ただし２０１０年に
終了。）を策定。
●２００９年のリスボン条約等により，ＥＵの在り方が変化する中で，２０１１年５月の日ＥＵ定期首脳協議におい
て，日ＥＵ関係のあらゆる側面を強化する方途として， 「政治，グローバル，その他の分野別協力を包括的に

対象とし，（中略）拘束力を有する協定」（以下，ＳＰＡ※１）及びＥＰＡについての並行した交渉のためのプロセ
スを開始することに合意。交渉の範囲及び野心のレベルを定めるための議論（スコーピング作業）を可能な
限り早期に実施することを決定。 ２０１２年４月にスコーピング作業が終了。

●同年１１月，ＥＵ外務理事会（貿易）において，日ＥＵ・ＳＰＡ及びＥＰＡの交渉指令案が採択され，２０１３年３月
２５日，日ＥＵ首脳電話会談で，交渉開始を決定。

（※１ 協定の名称： これまで日本側は「政治協定」，ＥＵ側は「枠組み協定」と呼称していたが，第１回交渉会合において，第２回交渉会合以降は，暫

定的に「戦略的パートナーシップ協定（ＳＰＡ）」とすることで日ＥＵ間で一致した。）

【進捗状況】
●第１回交渉会合：２０１３年４月１９日及び２２日，東京
●第２回交渉会合：同年７月３日～５日，ブリュッセル
●第３回交渉会合：同年１０月９日～１１日，東京
●第４回交渉会合：２０１４年１月２２日～２４日，ブリュッセル

●第５回交渉会合：同年６月２３日～２５日，東京

【ＳＰＡのあり得べき内容】
●自由，人権，民主主義，法の支配といった日ＥＵ間の基本的価値及び原則を確認。

●日ＥＵ関係の強化，世界及び地域の平和，安定及び繁栄の達成などを目的として，日ＥＵ間の一般的な協力
方針を規定。
●協力の進捗をレビューし，協力を推進する方途を探求するための協議メカニズムを設置。

日ＥＵ戦略的パートナーシップ協定（ＳＰＡ）
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●第６回交渉会合：２０１４年１１月５日～７日，東京
● 第７回交渉会合：２０１５年３月１７日～１９日，ブリュッセル
● 第８回交渉会合：同年４月２３日，東京
● 第９回交渉会合：同年７月８日～９日，ブリュッセル
● 第１０回交渉会合：同年１０月１４日～１５日，東京
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日EU間の貿易総額（2014年）は，約１６兆円。
日本にとりＥＵは世界第3位，EUにとり日本は世界第７位の貿易相手。
日本にとってEUは世界第2位の対外直接投資残高を占める（2014年，約33兆円）。
日本にとってEUは世界第1位の対内直接投資残高を占める（2014年，約10兆円）。
EUには，約2500社の日本企業が進出。４９万人以上の雇用を創出。
欧州債務危機対応では，G7／G20等の国際協調に参画し，ＩＭＦを通じて貢献。
欧州金融安定ファシリティ（EFSF）及び欧州安定メカニズム（ＥＳＭ）の発行する債券を継続的に購入し，欧
州の金融安定化に貢献。

グリーン成長分野を中心に企業間協力も一層進展。
・新エネルギー分野（トヨタ＝仏電力公社（仏）等，三菱自動車＝プジョー・シトロエン（仏）他）

日本企業による欧州産品購入も拡大。
・航空（日本航空はA350を31機（2013年）, スターフライヤーはA320を2機購入する契約を締結（2011
年）。）
・鉄道（JR東日本の新幹線（はやぶさ）で独製ブレーキ採用。）
2011年3月の福島第一原発事故の影響を受け，EUは，日本からの食品等の輸入規制を実施。
日本政府としては，原発の状況や食品の安全に関して迅速かつ正確に情報を提供し，同規制の緩和・撤廃
に向けEU側に継続的に働きかけを行い，一定の成果をあげている。

日EU経済関係

１ 現状



◆ 双方向の貿易・投資等の拡大

双方のビジネス環境整備

法的枠組みの拡充：基準認証（MRA），独禁，税関の各分野で協定を通じた協力（日・EC税関相互支
援協定（2008年2月発効）。
官民協力の推進：日・EUビジネス・ラウンドテーブル（BRT）
日ＥＵ・ＥＰＡ交渉（2013年4月の第１回交渉会合以降，計13回の交渉会合を開催。（「2015年7月 第
11回交渉会合開催予定。）」を削除）

◆ 共通の国際的課題への対処

日・EU環境高級事務レベル会合（2013年11月）の実施。
知的財産権保護：知財に関する日・EU行動計画（2007年6月）の実施，日・EU知財対話（（第9回対
話）2012年4月）の実施。
資源・エネルギー：日・EUエネルギー対話（2013年6月）の実施。原子力，エネルギー技術研究等に
関する日・EU間の対話と協力。
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２ 具体的政策

日EU経済関係



日本, 1.8%

EU, 7.1%

米国, 4.4%

中国, 
19.1%

その他, 
67.6%

出典: IMF，World Economic Outlook Database，
October 2015

【GDP（2014年）】
日本＋ＥＵ＝２９．９％

出典: World Bank，
World Development Indicators， December 2014

【人口（2013年）】
日本＋ＥＵ＝８．９％

出典: IMF，Direction of Trade Statistics，
May 2015

【貿易（輸出＋輸入）（2014年）】
日本＋ＥＵ＝３６．４％

貿易【輸出＋輸入】
（2014年，10億ドル）

シェア（％）

日本 1,502 4.0%

EU 12,177 32.4%

（内，域内） 7,662 20.4%

米国 3,969 10.4%

中国 4,306 11.4%

その他 15,677 41.7%
世界計 37,632 －

GDP
（2014年，10億ドル）

シェア（％）

日本 4,602 6.0%

EU 18,527 24.0%

米国 17,348 22.5%

中国 10,357 13.4%

その他 26,391 34.2%

世界計 77,269 －

人口
（2013年，百万人）

シェア（％）

日本 127 1.8%

EU 507 7.1%

米国 316 4.4%

中国 1,357 19.1%

その他 4,817 67.6%

世界計 7,125 －

日ＥＵ・ＥＰＡ
１．日ＥＵ・ＥＰＡの必要性

●ＥＵは我が国にとって，民主主義，法の支配，基本的人権といった基本的価値を共有する重要なグローバルパートナー。ＥＵは総人口約５
億人(日本の約４倍)，世界のＧＤＰの約２４％(同約４倍)，我が国輸出入総額の約１０％を占める我が国にとっての主要貿易・投資相手。

●日ＥＵ・ＥＰＡは関税撤廃や投資ルールの整備等を通じて貿易投資を活発化し，雇用創出，企業の競争力強化等を含む経済成長に資す
る。また，同ＥＰＡは日本企業の欧州市場進出を促進する。

●新興国が台頭するグローバル経済において，先進市場経済圏である日ＥＵの間のＥＰＡは，世界経済の安定的成長に貢献しつつ，グロー
バルな貿易・投資のルール作りに寄与する。

●日ＥＵ・ＥＰＡは日米欧３極が更なる経済関係の深化のために実現を目指すＴPP（環太平洋パートナーシップ協定）及びＴＴＩＰ（ＥＵ米ＦＴＡ）と
並ぶ「メガＦＴＡ」の一つ。

日本, 
6.0%

EU28, 
23.9%

米国, 
22.5%

中国, 
13.4%

その他, 
34.1%

日本, 
4.0%

EU, 
32.4% 
（域内

20.4%を
含む）

米国, 
10.4%

中国, 
11.4%

その他, 
41.7%
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日ＥＵ・ＥＰＡ

２．日ＥＵ双方の関心事項

●日本側の主たる関心事項は，ＥＵ側の鉱工業品等の高関税の撤廃（例：乗用車10％，電子機器最大14％）。そ
の実現は，欧州市場における日本製品の競争条件を改善する。また，交渉では，日本企業が直面する規制上
の問題などを積極的に取り上げる。

●ＥＵ側の主たる関心事項は，自動車，化学品，電子機器，食品安全，加工食品，医療機器，医薬品等の分野に
おける非関税措置への対応。 また，政府調達分野（鉄道等），ＥＵ側主要輸出品目の関税撤廃もＥＵ側の関心
事項。

３．日ＥＵ・ＥＰＡの経緯

2011年5月 日ＥＵ定期首脳協議でＥＰＡ／ＦＴＡ交渉の大枠を定めるスコーピング作業の開始に合意。

2012年7月 同作業の終了を受け，欧州委員会として交渉権限を理事会（ＥＵ加盟国）に求めることを正式決
定。

2012年11月 ＥＵ外務理事会で交渉権限（マンデート）が採択され，日ＥＵ・ＥＰＡ交渉開始に向けた環境が整っ
た。

2013年3月 日ＥＵ首脳電話会談で，日ＥＵ・ＥＰＡ交渉開始を決定。

2013年4月 第１回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。

2013年6月 第２回交渉会合開催（於：東京）。

2013年10月 第３回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。

2014年1月 第４回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。

2014年3月-4月 第５回交渉会合開催（於：東京）。
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日ＥＵ・ＥＰＡ

３．日ＥＵ・ＥＰＡの経緯（続き）

2014年4月-5月 安倍総理の欧州訪問（ドイツ，英国，ポルトガル，スペイン，フランス，ベルギー）に際して，総理から，２０１５年
中の大筋合意を目指したいとの考え方を様々な機会に伝え，欧州各国及びEUの首脳との間で早期締結の重
要性につき一致。

2014年6月 安倍総理のベルギー及びイタリア訪問に際して，EU首脳及びレンツィ伊首相と早期締結の重要性につき一致。

2014年6月 ＥＵ側による交渉開始１年後の「見直し」が終了。

2014年7月 第６回交渉会合開催（於：東京）。

2014年10月 第７回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。

2014年11月 Ｇ２０ブリスベン・サミットの際に行われた日ＥＵ首脳会談において，２０１５年中の大筋合意を目指し，交渉を加
速させることで一致。

2014年12月 第８回交渉会合開催（於：東京）。

2015年１月 岸田大臣の欧州訪問の際に，マルムストローム貿易担当欧州委員との会談において，本年中の大筋合意とい
う目標は，野心的ではあるが実現可能な目標であるとして，包括的かつ高いレベルのＥＰＡの実現に向けて，
交渉を更に加速させていくことを確認。

2015年2月 第９回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。

2015年4月 第１０回交渉会合開催.（於：東京）。

2015年5月 日ＥＵ定期首脳協議において，スピードと質の両方を重視しつつ，本年中の大筋合意を目指し，交渉を更に加
速させていくことで一致。

2015年7月 第11回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。

2015年9月 第12回交渉会合開催（於：東京）。

2015年10月-11月 第13回交渉会合開催（於：ブリュッセル）。
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食料品

化学製品

原料別製品

一般機械

電気機器

輸送用機器

その他

魚介類及び同

調製品
0.6%

その他食品
10.4%

原料品
3.1%

鉱物性燃料
1.3%

有機化合物
5.2%

医薬品
14.2%

その他化学製

品
7.3%

鉄鋼
0.5%

その他

原料別製品
6.6%

原動機
3.5%

その他一般機

械
8.4%

電気計測機器
2.0%

半導体等電子

部品
1.2%

その他電気機

器
5.7%

自動車
11.1%

自動車の部分

品
1.8%

その他輸送用

機器
2.7%

科学

光学機器
4.4%

衣類及び同付

属品
2.0% バッグ類

2.2% その他
5.7%

（出典：財務省貿易統計 2015年）

化学製品
原料別

製品

一般機械

電気機器

輸送用機器

その他

食料品
0.3%

原料品
1.0%

鉱物性燃料
0.3%
有機化合物

2.6%

その他

化学製品
6.4%

原料別製品
7.2%

原動機
4.5%

ポンプ・遠心分

離機
3.1%

その他一般機械
18.9%

半導体等

電子部品
2.9%

映像機器
1.6%電気回路等の機

器
1.9%

その他電気機器
13.2%

自動車
13.9%

自動車の部分品
4.8%

二輪自動車・

原動機付自転車
1.4%

船舶
0.4%

その他輸送用機

器
1.1%

科学光学

機器
3.5%

その他
11.0%

22.2%

32.3%

8.8%

13.4%
1.7%

21.6%
40.6%

30.5%
0.4%
8.3%

5.1%

15.0% 10.0%

18.1%

18.5%
15.5%

37.8%

9.4%

21.7%

8.4%

14.1%

46.3%

日本からの
投資先
（残高）

日本への
投資元
（残高）

日本の
輸出先

日本の
輸入先

対ＥＵ輸出
７．６兆円

ＥＵ

米国

中国

ＡＳＥＡＮ

ケイマン諸島

その他

対ＥＵ輸入
８．２兆円

（参考）日ＥＵ貿易投資構造

（出典：日本銀行国際収支統計（いずれも2014年データ）

10



ＥＵ28ヵ国には、2541社の日本企業が進出。
49万人以上の雇用を創出（注２）。

デンマーク
25

アイルランド
32

オランダ
347

ベルギー
100

スウェーデン
42

英国
628

ルクセンブルク
9

スペイン
109

ドイツ
541

ポルトガル
20

イタリア
144

ポーランド
60

オーストリア
36

ハンガリー
44

ギリシャ
9

スロバキア
9

（出典: 経済産業省「平成２５年海外事業活動基本調査」）

エストニア
0

ラトビア
0

フランス
270

スイス
51

チェコ
68

フィンランド
20

ノルウェー
12

スロベニア
4

（凡例） EU加盟国

候補国

その他

－ データなし

マケドニア
-

マルタ
0

キプロス
3

トルコ
38

リトアニア
1

11

欧州への進出日本企業数（注１）（2013年）

アイスランド
0

モンテネグロ
-

ブルガリア
4

ルーマニア
14

ボスニア・
ヘルツェゴビナ

-

アルバニア
-

コソボ
-

セルビア
-

（注１）2014年3月末現在で海外に現地法人を有してい
る我が国企業（金融業・保険業、不動産業を除く）を対
象に経済産業省が調査を行い、有効回答のうち「操業
中」のものを集計。なお、現地法人にはすべての業種
が含まれる。

（注2）2014年3月末現在の有給役員と常用雇用者（日
本側派遣者数を含む）の合計人数。

クロアチア
2


